
 

 

 
 

2016 年 5 月 12 日 
日立キャピタル株式会社 

 
米国クリークリッジ・キャピタル社からの事業譲受けに関するお知らせ 
ヘルスケアと IT のベンダーファイナンス事業取得により米州での成長戦略を推進 

 

日立キャピタル株式会社(執行役社長:川部 誠治／以下、日立キャピタル)は、このたび、米国の現地

法人であるHitachi Capital America Corp.(Chairman & CEO: 白井 千尋／以下、日立キャピタル・

アメリカ社)を通じて、米国ミネソタ州のCreekridge Capital LLC(Co-CEO: Greg Larson, Jeff Cowan／

以下、クリークリッジ・キャピタル社)が展開するヘルスケアやITなどのベンダーファイナンス事業を譲受け

る契約を締結しました。 

 
日立キャピタルは、1989年10月に日立キャピタル・アメリカ社を設立して以来、商用トラックや医療機器

ファイナンス事業、サプライチェーンファイナンス事業などを展開し、米国におけるベンダーやお客さまの

ニーズにこたえてきました。また、2012年10月には、米国現地企業よりファクタリング事業を一部譲受け、

同時期にカナダで現地法人を設立したほか、2014年5月にカナダの総合ファイナンス会社を買収するな

ど、米州での事業拡大に努めてきました。 

 
米国ヘルスケア分野は、2019年までに年平均5.3％*の成長が見込まれ、特にITとの融合によるヘル

スケアIT分野は2020年までに13.5％*の成長が見込まれる有望分野であり、日立キャピタルは、ヘルス

ケアとIT製品のベンダーファイナンス事業において強固な基盤を有するクリークリッジ・キャピタル社の事

業プラットフォームを取得することとしました。これにより、日立グループをはじめとしたパートナー向けの

ベンダーファイナンス機能を強化することで、成長戦略を推進していきます。 
 

日立キャピタルは、世界経済を牽引する米州において、今後も、フロント力の強化によるお客さまへの

ソリューション提供を通じて、新たな社会価値の創造をめざしていきます。 
 

* 出典：Three Keys Capital Advisors, LLC調べ 

 

■譲受ける事業の財務数値 

 2015 年 12 月期実績 

取 扱 高 138 百万米ドル(約 152 億円)

売 上 収 益 40 百万米ドル(約 44 億円)

売 上 総 利 益 32 百万米ドル(約 35 億円)

税 引 前 当 期 利 益 9 百万米ドル(約 10 億円)

営 業 資 産 残 高 300 百万米ドル(約 330 億円)

*1 米国会計基準(USGAAP)に基づく 

*2 US ドル＝110 円で計算 

  



 

 

■クリークリッジ・キャピタル社概要 

(1) 名 称 Creekridge Capital LLC 

(2) 所 在 地 米国ミネソタ州 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 
Co-CEO: Greg Larson 

Co-CEO: Jeff Cowan 

(4) 事 業 内 容 ヘルスケア・IT などのベンダーファイナンス事業 

(5) 資 本 金 2 百万米ドル(約 2 億円) 

(6) 設 立 年 月 1999 年 4 月 

(7) 大 株 主 及 び 持 株 比 率 代表者(Co-CEO)2 名 100% 

(8) 総 資 産 316 百万米ドル(約 348 億円) 

(9) 売 上 収 益 40 百万米ドル(約 44 億円) 

(10) 税 引 前 利 益 9 百万米ドル(約 10 億円) 

*1 財務数値は米国会計基準(USGAAP)に基づく 2015 年 12 月期実績 

*2 USドル＝110円で計算 

 
■日立キャピタル・アメリカ社概要 

(1) 名 称 Hitachi Capital America Corp. 

(2) 所 在 地 米国コネチカット州 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 Chairman & CEO: 白井 千尋 

(4) 事 業 内 容 情報通信・産業機器・医療機器・トラック等のリース、ローン、在庫金融及びファクタリング

(5) 資 本 金 48 百万米ドル(約 53 億円) 

(6) 設 立 年 月 1989 年 10 月 

(7) 大 株 主 及 び 持 株 比 率 日立キャピタル 100% 

 

■日程 
(1) 取 締 役 会 決 議 日 2016 年 4 月 28 日 

(2) 契 約 締 結 日 2016 年 5 月 9 日(米国東部時間) 

(3) 事 業 譲 渡 期 日 2016 年 6 月（予定） 

 
■本件に伴う日立キャピタル株式会社の業績への影響 

2017 年 3 月期の連結業績見通しに織り込み済みです。 
 

■照会先 

日立キャピタル株式会社 
営業統括本部 企画本部 グローバル事業企画部 [担当：矢吹]  
〒105-0003 東京都港区西新橋一丁目 3 番 1 号  
TEL 050-3816-2058(直通) 
 

■報道機関お問い合わせ先 

日立キャピタル株式会社  
経営戦略室 経営企画部 [担当：藤城、川島] 
〒105-0003 東京都港区西新橋一丁目 3 番 1 号  
TEL 03-3503-2118 (直通) 
 

以 上 


